
 

 

Ⅰ研究の背景・目的 

現在の地区防災では、主に体育館等の公共施設

を指定避難所に設定している地区が多い。しかし、

実際に大きな災害（阪神・淡路大震災や東日本大

震災など）が起こった際に、避難者が必要最低限

の生活するうえで十分なスペースを確保できて

いるのだろうか。被災者の中には、被害で死亡す

る「直接死」、後の避難生活でのストレスや体調

不良などによって死亡する「災害関連死」がある。

阪神・淡路大震災では、兵庫県での死者のうち

14.35％が関連死であった（H28.11.1 現在）。避難

者にとって、避難所での個人スペースの確保はス

トレスを軽減し、衛生的にも負担が軽くなるため、

災害関連死の割合を減らすことができるだろう。

さらに体育館等の公共施設では生活感がなく、人

間としての暮らしを感じがたいものだと考える。 

これらのことから、地区防災を発展させるうえ

で、寺院を災害時に避難所として活用できるか調

査する。寺院は全国に約 16万件（平成 26年現在）

あり、まちなかにも多数存在していて、比較的土

地が広く日ごろから地域コミュニティの拠点と

しても周知されているところが多い。 

さらに寺院には、法要のために食器や米を大量

に備えているところもある。寺院は木造建築物で

あるが、中には過去の災害から熱心に火災への対

応を施しているものもあり、京都府でも数件、す

でに災害時に向けて取り組みを行っている寺院

もある。それらの理由から、地区防災に寺院を活

用することがその地域にとって有効であると仮

説を立てた。 

Ⅱ調査 

Ⅱ-Ⅰ調査対象地の現状 

私たちは龍谷大学の基なる西本願寺がある京

都府京都市下京区を対象地域に設定した。下京区

には指定避難所が 28 か所（H29.4.1 現在）あり、

収容人数は合計 9,450 人となっている。これは災

害時に避難者を受け入れるために十分な数とい

えるのか、阪神淡路大震災の起こった平成 7 年の

人口・避難人数・避難所数から予測した。その結

果、約 3,700 人が既存の指定避難所には収まらな

いということが予測できた。また、下京区には比

較的観光客が多く、帰宅困難者が発生する可能性

が高い。そこで、東日本大震災の際、影響が出た

東京都での帰宅困難者数から、予測帰宅困難者数

を予測した。その結果、下京区で大規模災害が起

こった際に生じる帰宅困難者数は 22,138 人と測

できた。計算方法は図 1 の通りである。 

Ⅱ-Ⅱ寺調査 

調査対象地である京都府京都市下京区に現存

する寺院（191 件）をすべて訪問し、建築物とし

て避難所に活用できるかどうかを、一定の評価基

準（表１）を基に採点した。 

Ⅱ-ⅢGIS 地図起こし 

現在登録されている指定避難所と寺調査により

採点した寺院ごとの防災評価点を、町丁目別の 
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神戸市人口（東京都）÷避難人数（帰宅困難者数）＝A 

下京区人口×A＝予測避難者数（予測帰宅困難者数） 

図１：予測計算方法 



 

 

表 1：採点基準 

総人口や高齢者人口に重ね合わせる。そして、ど

の場所に避難所が足りていないかを可視化する

とともに、寺院の有効性や区全体の避難所におけ

る脆弱性を見つけ出すことができた。今回調査し

た下京区では、東側には防災評価点の高い寺院が

多く、西側にはあまり見られなかった。 

Ⅲ考察・提案 

今回の調査により、災害時に避難所として活用

できる可能性の高い寺院は下京区に 13 件存在し

ていることが分かった。実際に活用するうえで、

近隣住民による寺院への集中避難を避けるため、

高齢者優先の避難所としての活用を提案する。背

景で述べた阪神・淡路大震災における災害関連死

の中の 81.3％が、65 歳以上の高齢者による肺炎

や脳血管障害などが多い。その大きな原因は「低

体温症」である。「低体温症」とは、成人に比べ

体温調節がうまくできない高齢者に多く起こる

症状で、特に災害時の避難所のように空調管理が

難しい体育館等の公共施設において、気温は低く

ても寒さを感じにくく、暖を取らずに体調を崩す

ことで、免疫力の低下している高齢者は死に至る

ことがあるだろう。寺院は木造の場合が多く、畳

床特有の断熱性により冷えを緩和させることや、

高齢者になじみのある空間をつくり出すことが

期待できる。また、京都市が作成した『京都市避

難所運営マニュアル』には避難所のスペースのう

ち「福祉スペース」という高齢者や障害者といっ

た一般とは異なる対応が必要な配慮者専用のス

ペースの確保を推奨している。その福祉スペース

のうち、高齢者を寺院に収容することで、ほかの

スペースにゆとりができるため、より多くの被災

者を受け入れることができるだろう。 
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項目 内容 配点 配点理由 

道幅 入り口に接して

いる道路が4m未

満である 

この項目を満た

さないものは以

下すべて 0 点 

緊急自動車の通

行が可能な道路

幅（接道義務に基

づく） 

建物同士の間隔 建物同士の間隔

が4m以上離れて

いる 

3 点 木造のため火災

による延焼の可

能性が高い 

避難経路 避難経路が明確

である 

2 点 避難をスムーズ

に行うため 

床 地面から床が離

れている 

2 点 水害への対応 

火災対応 ⓵消火器、⓶消火

栓、⓷消火ホー

ス、⓸消火バケツ

がある 

3 点（⓵～⓸のう

ち 3 つ以上当て

はまるもの） 

木造のため火災

には十分な注意

が必要のため 

図 2：総人口×指定避難所×防災評価 

図 3：高齢者人口×指定避難防災所×評価 


